
土地売買仮契約書  
 
 売払人 豊岡市 （以下「売払人」という。）と買受人         （以下「買受
人」という。）は、次の条項により土地売買契約を締結する。 
 
 （信義誠実の義務） 
第１条 売払人及び買受人は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな

い。 
 （売買物件） 
第２条 売払人は、その所有にかかる末尾記載の土地（以下「本物件」という。）を、現

状有姿のまま買受人に売り渡し、買受人はこれを買い受けるものとする。 
 （売買代金） 
第３条 本物件の売買代金は、金      円とする。 
 （契約保証金） 
第４条 買受人は、本契約締結日から８日以内に契約保証金として、金      円

を売払人の発行する納入通知書により売払人に納付しなければならない。 
２ 前項の契約保証金は、第17条第２項に定める損害賠償の予定又はその一部と解釈し

ない。 
３ 買受人が次条第１項に定める義務を履行しないときは、第１項に規定する契約保証

金は売払人に帰属する。また、買受人の責に帰すべき事由により契約が無効又は履行
不能になった場合においても同様とする。 

４ 第１項に規定する契約保証金には利息を付さない。 
 （売買代金の支払等） 
第５条 買受人は、第３条に規定する売買代金から前条第１項に規定する契約保証金を

差し引いた額を本契約締結日から60日以内に、売払人の発行する納入通知書により売
払人に支払わなければならない。 

２ 売払人は、買受人が前項に規定する義務を履行したときは、契約保証金を売買代金
に充当するものとする。 

 （所有権の移転及び引渡し） 
第６条 本物件の所有権は、買受人が売買代金の支払いを完了したときに買受人に移転

するものとする。 
２ 売払人は、前項の規定により、本物件の所有権が移転した後、売払人、買受人両者

で定める日に本物件の所在する場所において、売払人、買受人立会いの上、本物件の
現状を確認し、現状有姿で買受人に引き渡すものとする。 

３ 前項に規定する日までに本物件の引渡しができないときは、売払人、買受人協議の
上、改めて引渡時期を定めるものとする。 

 （所有権移転登記） 
第７条 所有権移転登記に関する手続きは、売払人が行う。 
２ 買受人は、登録免許税等登記に要する一切の費用を負担しなければならない。 



３ 買受人は、売払人の指示する所有権移転登記に必要な書類を、売払人に提出しなけ
ればならない。 

 （危険負担） 
第８条 買受人は、この契約締結のときから本物件の引渡しの日までにおいて、本物件

が 天 災 地 変 そ の 他 の 売 払 人 ま た は 買 受 人 の い ず れ の 責 に 帰 す こ と の で き な い 事 由 に
より滅失し、又は毀損した場合は、契約を解除することができるものとし、この契約
が解除された場合、売払人は受領済みの売買代金を速やかに買受人に返還する。ただ
し、当該返還金には利息を付さない。 

 （損害賠償） 
第９条 売払人又は買受人が第６条第３項により引渡時期を改めて定める場合又は前条

の規定によりこの契約を解除した場合においては、売払人又は買受人は損害賠償その
他一切の金員を相手方に請求できないものとする。 

 （公租公課の負担） 
第10条 本物件に賦課される公租公課は、所有権移転後は、買受人の負担とする。 
 （契約不適合責任） 
第11条 買受人は、本契約締結後、売買物件に種類、品質、数量に関してこの契約の内

容に適合しない状態があることを発見しても、売買代金の減免、追完の請求、損害賠
償の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、買受人が消費者契約法（平成12年法律第61号）第２条第
１項に規定する消費者である場合は、売買代金の減免、追完の請求、損害賠償の請求
又は契約の解除について、本契約締結の日から２年以内に売払人に対して協議を申し
出ることができるものとし、売払人は協議に応じるものとする。ただし、引渡し後、
買受人の責に帰すべき事由により、又は、天災地変その他不可抗力により生じた内容
については、売払人は責任を負わないものとする。 

３ 売払人は、買受人に対し、引渡し時において、本物件及び残置物を現況有姿にて引
渡し、買受人は、これを了承のうえ、買受けるものとする。 

４ 売払人は、前項の本物件及び残置物についての故障・不具合があったとしても、そ
の修復義務を負わず、買受人は、これを了承のうえ買受け、売買代金の変更その他何
らの請求もしないものとする。 
（土地利用計画及び操業義務） 

第12条 買受人は、売払人の認めた本書末尾添付の土地利用計画書（以下「土地利用計
画書」という。）に従って、自ら土地を利用しなければならない。 

２ 買受人は、本契約締結の日から５年以内に、土地利用計画書に基づく施設等（以下
「建築物等」という。）を建設し、操業しなければならない。 

３ 買受人は、やむを得ず前項に規定する期限までに建築物等を建設し、操業すること
ができない場合には、あらかじめ、書面によりその理由及び新たな期限を明らかにし
て、売払人の書面による承諾を得なければならない。 

 （目的外使用の禁止） 
第13条 買受人は、本契約締結の日から10年間（前条第３項に規定する期限の延⻑の承



諾を得た時は、当該承諾の日から更に10年間）は、本物件を建築物等の用地以外の用
途に使用することができない。 

 （公害防止義務） 
第14条 買受人は、本物件における操業又は営業に伴い、公害が発生しないよう十分な

措置を講じ、公害関係諸法令の定めを遵守し、公害防止について万全を期さなければ
ならない。 

２ 前項の措置を講じたにもかかわらず、万一公害が発生したときは、買受人の責任に
おいて解決しなければならない。 

３ 買受人は、売払人が必要と認めたときは、別途売払人と公害防止協定を締結しなけ
ればならない。 
（買受人の承諾を要する行為） 

第15条 買受人は、本契約締結の日から10年間、次の各号のいずれかに該当する行為を
しようとするときは、あらかじめ売払人の書面による承諾を受けなければならない。
当該期間の経過後、建築物等を建設し、操業するまでの間も、同様とする。 
⑴ 本物件の一部又は全部について、売買、譲与、交換、出資等による所有権の移転

（ 以下「所有権の移転」という。）をし、又は抵当権、質権、地上権、使用貸借に
よる権利若しくは賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定（ 以下「権
利の設定」という。） をすること。 

⑵ 本物件に建設した建物その他の施設の一部又は全部について、所有権の移転をし、
又は権利の設定をすること。 

⑶ 土地利用計画書の重要な変更をすること。 
（売払人に通知を要する事項） 

第16条 買受人は、本契約締結の日から建築物等を建設し、操業するまでの間、次の各
号のいずれかに該当するときは、売払人に対し、直ちに必要書類を添付して書面によ
り通知しなければならない。 

 ⑴ 建築物等の建設に着手したとき及び建築物等が完成したとき。 
 ⑵ 建築物等の操業を開始したとき。 

⑶ 名称、代表者又は主たる事務所の所在地を変更したとき。 
⑷ 解散、転廃業若しくは合併又は操業若しくは営業を停止したとき。 
⑸ 強制執行、仮差押え若しくは仮処分を受け、又は競売の申立てを受けたとき。 
⑹ 会社整理、会社更生手続及び⺠事再生手続の開始又は破産の申立て（自⼰申立て

を含む。）があったとき。 
（売払人の契約解除権等） 

第17条 売払人は、買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、催告その他何らか
の手続きを用いないでこの契約を解除することができる。 
⑴ 第４条の規定に違反して、契約保証金の支払いを怠ったとき。 
⑵ 第５条の規定に違反して、売買代金の支払いを怠ったとき。 
⑶ 第12条第２項に規定する操業開始期限（同条第３項の規定により延⻑された場合

を含む。）を経過しても、操業しないとき。 



⑷ 第13条の規定に違反して、本物件を目的外の用途に使用したとき。 
⑸ 第15条の規定による承諾を得ないで、所有権の移転をし、又は権利の設定をした 

とき。 
 ⑹ 前条第４号から第６号までのいずれかの事由が生じた場合で売払人が特に必要が

あると認めたとき。 
 ⑺ 資格を偽るなど不正な行為により本物件を買い受けたとき。 

⑻ その他この契約の規定に違反したとき。 
２ 売払人は、第１項の規定によりこの契約を解除した場合は、これによって生じた売

払人の損害の賠償を買受人に請求することができる。 
３ 売払人は、第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、買受人がこれ

によって損害を生じても、その賠償の責に任じないものとする。 
 （用途制限） 
第18条 買受人は、本物件を次の用途に供してはならない。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条
第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 そ の 他 反 社 会 的 団 体 及 び そ れ ら の 構 成 員 が そ の 活 動 に 利
用するための用途 

⑵ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）
第 ５ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 観 察 処 分 の 決 定 を 受 け た 団 体 及 び そ れ ら の 構 成 員 が そ の
活動に利用するための用途 

⑶ 破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）第５条第１項に規定する処分を受けた
団体及びそれらの構成員がその活動に利用するための用途 

⑷ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第
２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、その
他これらに類する営業の用途 

⑸ 前４号に掲げるもののほか、公序良俗に反する用途 
⑹ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条第４項に規

定する産業廃棄物、同条第５項に規定する特別管理産業廃棄物に係る仮置き場、処
理施設、処分場等の関連する営業の用途 

２ 買受人は、第三者に対して本物件の売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転
をするときは、前項に規定する義務を書面によって承継させなければならず、当該第
三者に対して前項に規定する義務に違反する使用をさせてはならない。 

３ 買受人は、第三者に対して本物件に地上権、質権、使用貸借による権利又は貸借権
その他の使用及び収益を目的とする権利を設定するときは、第１項に規定する義務を
書面によって承継させなければならず、当該第三者に対して第１項に規定する義務に
違反する使用をさせてはならない。この場合における当該第三者の第１項に規定する
義務の違反に対する責務は、買受人が負わなければならない。 

 （実地調査等） 
第19条 売払人は前条に定める内容に関し、必要があると認めるときは、買受人に対し、

質問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報



告若しくは資料の提出を求めることができる。 
２ 買受人は、売払人から要求があるときは、前条に定める内容に関し、その事実を証

す る 書 類 そ の 他 の 資 料 を 添 え て 本 物 件 の 利 用 状 況 等 を 直 ち に 売 払 人 に 報 告 し な け れ
ばならない。 

３ 買受人は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は報
告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 （違約金の支払義務） 
第20条 買受人は、次の各号に定める事由が生じたときは、それぞれ各号に定める金額

を違約金として売払人に支払わなければならない。 
 ⑴ 第13条、第15条並びに第18条に規定する義務に違反したときは、金     円

（売買代金の３割） 
 ⑵ 第12条第２項並びに第19条に定める義務に違反したときは、金     円（売

買代金の１割） 
２ 前項の違約金は、第17条第３項に規定する損害賠償の予定又はその一部と解釈しな

い。 
 （原状回復の義務） 
第21条 買受人は、売払人が第17条第１項の規定によりこの契約を解除したときは、買

受人の負担において、本物件を原状に回復し、売払人の検査を受けて、売払人の指定
する期日までに返還しなければならない。ただし、売払人が原状に回復する必要がな
いと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 前項の場合において、買受人が本物件に投じた改良費、修繕費その他の費用があっ
ても、これを売払人に請求できない。 

３ 売払人は、第１項の規定にかかわらず買受人が本物件を原状に回復して返還しない
ときは、売払人が買受人に代わって原状に回復することができるものとし、買受人は
その費用を負担しなければならない。 

 （返還金等） 
第22条 買受人は、売払人が第17条第１項の規定によりこの契約を解除したときは、直

ちに本物件を売払人に引渡し、かつ所有権移転登記に必要な書類を売払人に提出する
ものとし、売払人は本物件の引渡し及び所有権移転登記が完了した後に、買受人が支
払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金に利息を付さない。 

２ 売払人は、第17条第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、買受人が
負担した契約上の費用は返還しない。 

３ 売払人は、第17条第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、買受人が
損害を受けることがあっても、これを賠償しない。 

４ 売払人は、第17条第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、買受人が
本物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。 

 （返還金の相殺） 
第23条 前条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、買受人が第17条第

２項の規定による損害賠償金、第20条第１項の規定による違約金を売払人に支払う義



務があるときは、その返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。 
 （買戻しの特約） 
第24条 売払人は、買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せ

ず、受領済みの第３条に規定する売買代金を返還して、本物件の買戻しをすることが
できる。 
⑴ 第12条第２項に規定する操業開始期限（同条第３項の規定により延⻑された場合

を含む。）を経過しても、操業しないとき。 
⑵ 第13条の規定に違反して本物件を目的外の用途に使用したとき。 
⑶ 第15条の規定による承諾を得ないで、所有権の移転をし、又は権利の設定をした

とき。 
⑷ 第16条第４号から第６号までのいずれかの事由が生じた場合で、売払人が特に必

要があると認めたとき。 
⑸ 資格を偽る等不正な行為により本件土地を買い受けたとき。 

２ 前項に規定する買戻しの期間は、本契約締結の日から10年間とする。 
３ 売払人は、第７条第１項に規定する所有権移転登記手続と同時に、買戻特約の登記

手続を行うものとする。 
４ 前項の買戻しの特約の登記手続に要する費用は、売払人が負担するものとする。 
５ 買受人は、売払人が第１項の規定により本物件を買い戻す場合は、本物件を第６条

第２項に規定する引渡し時（ただし、同条第３項により引渡時期を改めて定めた場合
は、その引渡し時） の状態に復して返還しなければならない。 

６ 前項の場合において、買受人が本物件に投じた改良費、修繕費その他の費用があっ
ても、これを売払人に請求できない。 
（買戻特約の登記の抹消） 

第25条 買受人は、第16条第２号に規定する建築物等の操業を通知した後、売払人に対
し前条第３項の規定により設定した買戻特約の登記の抹消を請求することができる。 

２ 前項の場合において、売払人は、建築物等の操業を確認し、買戻特約の登記を抹消
するものとする。 

３ 前項の登記の抹消は、前条第２項に規定する買戻しの期間の変更と解釈しない。 
４ 買受人は、買戻特約の登記の抹消に必要な登録免許税を負担するものとする。 
 （契約の費用） 
第26条 この契約の締結に要する一切の費用は、すべて買受人の負担とする。 
 （相隣関係等への配慮） 
第27条 買受人は、本物件引渡し以後においては、十分な注意をもって本物件を管理し、

近隣住⺠その他第三者との紛争が生じないように留意するものとする。 
 （管轄裁判所） 
第28条 この契約に関する管轄裁判所は、売払人の所在地を管轄区域とする地方裁判所

又は簡易裁判所とする。 
 （疑義の決定） 
第29条 この契約に関し疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、



売払人買受人協議のうえ、定めるものとする。 
 （特約条項） 
第30条 別記特約条項のとおりとする。 
 （本契約の確定） 
第31条 この契約について、豊岡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成17年豊岡市条例第55号）第３条の規定による豊岡市議会の議決を
経た後、本契約を締結する。この場合において、この契約書は地方自治法第234条第５
項の規定に基づく契約書になるものとする。 

  



 
特 約 条 項 

 
買受人は、現地、募集案内及び下記の容認事項を確認・承諾のうえ、買い受けるも

のとし、下記事項について売払人に対し、損害賠償等の一切の法的請求をしないもの
とします。 

記 
１ 本物件周辺は第三者所有地となっており、将来開発事業及び建物（中高層建築物 

等）の建築又は再築がされる場合があります。その際、周辺環境・景観・眺望及び 
日照条件等が変化することがあります。 

２  「法令に基づく制限」については、出石中川産業用地立地企業募集時点における
内容であり、将来、法令の改正等により本物件の利用等に関する制限が附加、 又は
緩和されることがあります。 

３ 土地の地盤・地耐力調査は行っておらず、新たに建物を建築する際、その建築会 
社等から地盤・地耐力調査を要請されることがあり、その結果によっては地盤補強 
工事等が必要になる場合があります。その場合には買受人の負担となります。 

４ 土地の土壌調査、地下埋設物調査は実施していません。地盤調査や土壌改良等に 
かかる費用は買受人の負担となります。 

５ 隣接地との境界については、杭や境界明示板等でご確認ください。 
……以下余白…… 
 

 
 
 

  



 この契約の締結を証するため、この本書２通を作成し、売払人及び買受人が記名押印
のうえ、各自１通を保有する。 
 
  令和  年  月  日 
 
                  住所 兵庫県豊岡市中央町２番４号 
              売払人    豊岡市 
                  氏名 豊岡市⻑            ㊞ 
 
 
 
                  住所  
              買受人 
                  氏名                 ㊞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（土地の表示） 

所 在 地 番 地 目 面 積 

豊岡市出石町上野字中川1340 公 簿 宅 地 公 簿 8,500.00㎡ 
 
  



議会の議決があったことを了知し、本契約の締結を確認した。 
 
 
  令和  年  月  日 
 
 
                  住所 
              買受人 
                  氏名                 ㊞ 
 
 

 


